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市町村名 竹原市 計画期間

目　　標　：

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名

　基盤整備により、農用地の集積を行い、農作業の省力化，生産性及び収益性の向上を図ることで地域農業の活性化及び担い手の育成を図り、世帯数を維持
させる。
　世帯数　（H15 ； 80世帯）　→　（H19年 ； 82世帯）　→　（H25年 ； 82世帯）

　本地区は竹原市の北西部に位置し，二級河川田万里川と国道2号線沿いに農地が広がる区域である。年間をとおして比較的温暖な気候で，田万里川を
底部とした谷状になっており、急傾斜で、狭小な農地が点在している。農業は、水稲を中心に少量多品目での耕作で戸別経営面積は小さく不整形であり，
農作業効率が悪く土地利用型農業の展開は困難な状況である。

広島県 上田万里 平成21年度～平成25年度地区名

　農業従事者の高齢化と後継者不足による農業の弱体化は，地域活力の低下を招く。そこで本地区では，現在の農地を整備し大型機械による，より効率
的な農作業環境と汎用性の高い農地を整備するため，基盤整備（区画整理）に取り組み農業生産条件の改善を行う。また担い手を中心とした農業集落法
人を目指し，力強い農業構造の確立と体力に応じた農作業とすることで，離農・耕作放棄地の発生を防止し，定住世帯数を維持させる（８２世帯→８２世
帯）ことで地域の活性化を目指す。

　当該区域の農業は水稲中心に少量多品目であったが，近年の少子化と若者の流出による過疎化，農業従事者の高齢化が同時進行することで，農業経
営が不安定になり，将来における地域活力の減退・人口の減少が懸念される。

計画の名称 上田万里地区活性化計画



（１）法第５条第２項第３号に規定する事業

竹原市 上田万里 竹原市 有 イ

竹原市 上田万里 竹原市 有 イ

（２）法第５条第２項第４号に規定する事業・事務

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項

事業実施主体 備考市町村名 地区名 事業名

備考

交付金希望の有無

基盤整備（区画整理）

基盤整備（農業用用排水施設）

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体

２　目標を達成するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名） 事業実施主体 交付金希望の有無

法第５条第２項第
３号イ・ロ・ハ・ニ

の別

備考



上田万里地区（広島県竹原市） 区域面積

区域設定の考え方
①法第３条第１号関係：
当該区域の総面積は861.3haであり，このうち農林地面積は817haで95％を占める。 (竹原市農業委員会農地管理システムによる）

また，全就業者数のうち38％以上が農業従事者であることから当該地域において農業が重要な役割を担っている。
(農業従事者82人/全就業者212人；農地法第８４条に基づく小作地調査H19.8,1と男女別行政人口調査H19.8.1との対比）

②法第３条第２号関係：
農家人口の減少（H16→H19 ； 14.6％減）。
農業者の高齢化（H19 ； 53.7％）。
また，本地区は市総合計画に位置付けられており，農山漁村活性化における重点地域である。
以上から，定住促進が当該地域の活性化にとって必要不可欠である。

③法第３条第３号関係：
当該区域の集落形態は国道2号線を挟んで，散在集落である。
国道沿いに工場が点在する程度で，市街地を形成している区域は含んでいない。

(82人〈H19〉/96人〈H16〉；農地法第８４条に基づく小作地状況調査H19.8.1とH16.8.1との対比）

(44人〈高齢者数〉/82人〈全農業者数〉；農地法第８４条に基づく小作地状況調査H19.8.1の農業者全体に占める高齢者）

３　活性化計画の区域

861.3ｈａ　



４　市民農園（活性化計画に市民農園を含む場合）に関する事項

（１）市民農園の用に供する土地（農林水産省令第２条第４号イ、ロ、ハ）

農地 市民農園施設

氏名 住所 氏名 住所

市民農園整備
促進法法第２
条第２項第１号

イ・ロの別

種別

（２）市民農園施設の規模その他の整備に関する事項（農林水産省令第２条第４号ハ）
整備計画

建築物

工作物

　計

（３）開設の時期 （農林水産省令第２条第４号二）

新たに権利を取得するもの

所要面積 工事期間建築面積

土地所有者

土地の所在 地番
登記簿 現況

地目

種別

土地の利用目的

備考

備考構造

地積（㎡) 権利の
種類

既に有している権利に基づくもの

土地所有者

権利の
種類



内　　　容 備　　考

（１） 農林地所有権移転等促進事業の実施に関する基本方針

（２） 移転される所有権の移転の対価の算定基準及び支払の方法

（３）

①

②

③

（４）

①

②

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の残存期間に関する基準

設定され、又は移転を受ける権利が地上権又は賃借権であ
る場合における地代又は借賃の算定基準及び支払の方法

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は
移転される農用地に係る貸借権又は使用貸借による権利
の条件

その他農用地の所有権の移転等に係る法律関係に関する
事項

農林地所有権移転等促進事業の実施により設定され、又は移
転される農用地に係る賃借権又は使用貸借による権利の条件
その他農用地の所有権の移転等に係る法律事項

５　農林地所有権移転等促進事業に関する事項

事　　　項

権利の存続期間、権利の残存期間、地代又は借賃の算定基準等

設定され、又は移転される地上権、賃借権又は使用貸借に
よる権利の存続期間に関する基準



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等(※１）

　活性化計画区域内の世帯数について、計画期間終了時点で住民基本台帳により、定住状況を把握した上で、市及び県が目標達成状況
の検証を行い、評価の妥当性について第三者への意見聴取を行う。
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上田万里地区活性化計画区域（861.3ha）

凡 　 　 例

区 域

農業用用排水施設

活性化計画区域界

設色

市町界

市町界

市町界

市町界

集落界

集落界

3359-1

3290

3298

917-2

921-2

市町界

集落界

集落界

3493
3443

3353
3350-3

市町界

集落界

1046
1057

集落界

701

1001

区画整理



参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

082-513-3650 082-228-1301  nounouki@pref.hiroshima.lg.jp
sanbun@city.takehara.hiroshima.jp

ひろしまけんたけはらし

広島県竹原市

平成21年度～平成25年度

竹原市 建設産業部　産業文化課　農政水産係 0846-22-7745 0846-22-8579

担当課 電話番号
広島県 農林整備局 農業基盤課 農地整備室

計　画　主　体　名 計　画　期　間

ひろしまけん

（代表）広島県



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

本計画は，上田万里地区において区画整理13.0haを実施するものである。これにより，より効率的かつ汎用性の高い環境に整備され，集落法人への農地利用集積により
継続して営農を行うことで，力強い農業構造を確立し，離農と耕作放棄地の発生を防止し，集落の定住戸数の維持を図り，地域農業の活性化に資することを目的とする。
そこで、事業活用活性化計画目標は、集落法人の安定した運営に欠くことのできない指標である農地利用集積を設定した。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する担い手への農地利用集積 61.53

計画区域における担い手への農地利用集積率の増加（ポイント）
（計画期間終了時の事業実施地区における担い手への経営等農用地面積÷事業の
受益面積）（目標）×100－（事業実施地区における担い手への経営等農用地面積÷
事業の受益面積）（現状）×100
 8.0（ha)÷13.0(ha)-0.0（ha)÷16.8(ha)×100＝61.5％



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

4,950

基盤整備（区画整理）に伴い，基盤整備区域内へつながる用排水路を整備することに
より，安定した水管理を行うことにより，生産性及び収益の安定化を図ることで地域農
業の活性化及び担い手の育成を図り，世帯数を維持させる。9,000 4,950

平成21年度
～平成25年度

竹原市

241,000 132,550

農業用用排水施設 農業用用排水施設 420ｍ

上田万里

交付額算
定交付率

交付限度額
（千円） 活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

区画整理 区画整理 13.0ha

基盤整備（区画整理）により基盤が整備され，集落営農法人による経営のため農地の
利用集積を行い，農作業の省力化，生産性及び収益性の向上を図り効率的な農業経
営を実現することにより，担い手の育成を図り定住世帯数が維持される。132,550

55%

実施期間 事業実施主体
全体事業費
（千円）

交付金要望
額

（千円）
事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等



Ⅲ　優先枠を活用する事業に関する事項 （交付対象事業別概要）

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠及び農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠

2　農山漁村地域再生対策（農山漁村プロジェクト交付金特別枠）

所管省庁

農山漁村地域再生対策（農山漁村プロジェクト交付金特別枠）

優先枠
交付対象事業と併せて実施される関連事業 関連施策と交付対象事業との関連性及び併せ行うことにより期待される効果

施策の名称

　　　優先枠成果指標の設定根拠

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠

優先枠の種類 優先枠指標 増　加　率　等　の　算　出増加率等

　　　優先枠指標の設定根拠

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　農林漁業再チャレンジ支援対策優先枠

優先枠の種類 優先枠指標 増　加　率　等　の　算　出増加率等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

関連施策との
連携

輸出優先
枠関係

再チャレ優
先枠関係

計画主体名 整理コード
輸出量
の増加

交流人口
の増加

定住人
口の増
加

目標番
号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美
増 減率

等
増減率

等
増減率

等

事業別内容 内訳 H21 広島県 340006
広島県
竹原市

340006 1 1 1 竹原市 上田万里 1 1 5 区画整理 7 13.0ha H21～H25

2 1
農業用用排水施

設
7 420ｍ H21，H24

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 999 H25 H21～H25

事業活用活性化計画目標等 1001 8 61.53

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 2001

②ハード事業 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） H21 1 広島県 340006  広島県竹原市 340006 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

竹原市 事業費（ハード） H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1

市町村等附帯事務費 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1

事業費（ソフト） 2

広島県 事業費（ハード） H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1

都道府県附帯事務費 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1

市町村等附帯事務費 H21 広島県 340006  広島県竹原市 340006 1

事業費（ソフト） 2

優先枠指標

優先枠の活用

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

関連する事
業は１を記

載

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村 合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の
別
ハード：１
ソフト：２

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
要 件 類 別
番 号

事 業 内 容 及 び
事 業 量

全　　体　　計　　画

実 施 期 間関連する事
業は１を記

載

事業活用活性化
計画目標

地域再生計画と
の関連

頑張る地方応
援プログラムと

の関連

遊休農地の解
消に向けた取

組の有無

市 町 村 名 地区名

地域指定状況
計画期間
最終年度

計画の
提出年

度

都道府
県名

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））



仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

竹原市 241,000,000 132,550,000 55% 132,550,000 0 0
測量試験費　一式

換地費　一式
15,000,000 8,250,000 2,250,000 1,500,000 3,000,000 6.2% 8,250,000 該当なし 15,000,000 8,250,000 226,000,000 124,300,000 77,000,000 42,350,000 77,000,000 42,350,000 48,000,000 26,400,000 24,000,000 13,200,000

竹原市 9,000,000 4,950,000 55% 4,950,000 0 0 測量試験費　一式 2,000,000 1,100,000 300,000 200,000 400,000 22.2% 1,100,000 該当なし 2,000,000 1,100,000 7,000,000 3,850,000 7,000,000 3,850,000

250,000,000 137,500,000 137,500,000 0 0 17,000,000 9,350,000 2,550,000 1,700,000 3,400,000 6.8% 9,350,000 該当なし 17,000,000 9,350,000 233,000,000 128,150,000 77,000,000 42,350,000 77,000,000 42,350,000 55,000,000 30,250,000 24,000,000 13,200,000

250,000,000 137,500,000 137,500,000 0 0 17,000,000 9,350,000 2,550,000 1,700,000 3,400,000 9,350,000 該当なし 17,000,000 9,350,000 233,000,000 128,150,000 77,000,000 42,350,000 77,000,000 42,350,000 55,000,000 30,250,000 24,000,000 13,200,000

250,000,000 137,500,000 137,500,000 0 0 17,000,000 9,350,000 2,550,000 1,700,000 3,400,000 9,350,000 該当なし 17,000,000 9,350,000 233,000,000 128,150,000 77,000,000 42,350,000 77,000,000 42,350,000 55,000,000 30,250,000 24,000,000 13,200,000

3,992,000 1,996,000 50 1,996,000 0 0 270,000 135,000 0 135,000 0 135,000 該当なし 270,000 135,000 3,722,000 1,861,000 1,230,000 615,000 1,230,000 615,000 878,000 439,000 384,000 192,000

1,254,000 627,000 50 627,000 0 0 86,000 43,000 43,000 0 0 43,000 該当なし 86,000 43,000 1,168,000 584,000 386,000 193,000 386,000 193,000 276,000 138,000 120,000 60,000

255,246,000 140,123,000 140,123,000 0 0 17,356,000 9,528,000 2,593,000 1,835,000 3,400,000 9,528,000 該当なし 17,356,000 9,528,000 237,890,000 130,595,000 78,616,000 43,158,000 78,616,000 43,158,000 56,154,000 30,827,000 24,504,000 13,452,000

255,246,000 140,123,000 140,123,000 0 0 17,356,000 9,528,000 2,593,000 1,835,000 3,400,000 9,528,000 該当なし 17,356,000 9,528,000 237,890,000 130,595,000 78,616,000 43,158,000 78,616,000 43,158,000 56,154,000 30,827,000 24,504,000 13,452,000

250,000,000 137,500,000 137,500,000 0 0 17,000,000 9,350,000 2,550,000 1,700,000 3,400,000 9,350,000 該当なし 17,000,000 9,350,000 233,000,000 128,150,000 77,000,000 42,350,000 77,000,000 42,350,000 55,000,000 30,250,000 24,000,000 13,200,000

3,992,000 1,996,000 1,996,000 0 0 270,000 135,000 0 135,000 0 135,000 該当なし 270,000 135,000 3,722,000 1,861,000 1,230,000 615,000 1,230,000 615,000 878,000 439,000 384,000 192,000

1,254,000 627,000 627,000 0 0 86,000 43,000 43,000 0 0 43,000 該当無し 86,000 43,000 1,168,000 584,000 386,000 193,000 386,000 193,000 276,000 138,000 120,000 60,000

Ｈ 22
本年度末
進 捗 率

Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未 満は
切 り 捨 て ）

事 業 費 交 付 金 額

交 付
金 額

（千円未
満は切り
捨 て ）

都道府県
費

Ｈ 23 Ｈ 25

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額

Ｈ 24市町村費
そ の

他
事 業 費

交 付 金 額
Ｄ 事 業 費

事業内容及び
事　業　量

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

備 考

前　年　度　ま　で 本　年　度

事 業 実 施
主 体

全体事業費
Ａ

交 付 金 額
( 千 円 未 満
は 切 り 捨
て ）

交付額算定
交 付 率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）



（参考様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　事前点検シート

１　計画全体について

チェック欄

○

○

○

○

○

○

○

２　個別事業について

チェック欄

○

-

○

広島県、広島県竹原市計画主体名

計画期間
実施期間

  H21度 ～　H25度
  H21度 ～　H25度

総事業費（交付金）          250,000 千円 （　137,500　千円）

項　　　　目
判　断　根　拠

自力若しくは他の助成によって実施中又は既に完了した施設等を本
交付金に切り替えて交付対象とするものでないか 平成２１年度新規申請である。

増改築等若しくは合体又は古材を利用した施設整備を行う場合は、農
山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領の運用に定める基準
を満たしているか

該当無し

交付対象とする施設等は減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（昭和40年大蔵省令第34号）別表等による耐用年数がおおむね５年以
上のものであるか

農林蓄水産業関係補助金交付規則により算定している。
区画整理において最も短い耐用年数は舗装（アスファルト）の１０年であり，５年以上のものである。
農業用用排水施設の耐用年数は，鉄筋コンクリート水路の３０年であり，５年以上のものである。

市町村振興計画、農業振興地域整備計画、土地改良事業計画、森
林・林業基本計画、特定漁港漁場整備事業計画その他各種関連制
度・施策との連携、配慮、調和等が図られているか

「竹原農業振興地域整備計画」の農用地等保全整備計画に本地区の整備は位置付けられており、各種関連制度・施策との連携等が図られていると判断する。

活性化計画及び交付対象事業別概要は関係農林漁業者をはじめとし
た地域住民等の合意形成を基礎としたものになっているか

田万里地区自治会で地域住民の合意を得ている。

計画期間・実施期間は適切か 計画期間、実施期間とも5年としており、支援交付金実施要綱第3の3及び要領第3の1に照らして適切である。

事業の推進体制は確立されているか 農事組合法人　上田万里（仮称）　が推進にあたっている。

目標及び事業活用活性化計画目標と事業内容の整合性が確保され
ているか 目標は定住戸数の維持であり、事業活用活性化計画目標は法人経営を確かなものとするための集積としており、整合性が確保されていると判断する。

交付金要望額は交付限度額（事業費×交付額算定交付率）の範囲内
か

事業費250,000千円のうち137,500千円（55％）、事務費5,246千円のうち2,623千円（50％）であり、限度額範囲内である。

目標及び事業活用活性化計画目標が、農山漁村の活性化のための
定住等及び地域間交流の促進に関する法律及び同法に基づき国が
策定する基本方針と適合しているか

定住等の促進に資する担い手への農地利用集積を目標としており，基本方針に適合している。

項　　　　目
判　断　根　拠



○

○

○

○

-

-

-

-

○

○

-

-

-

○

○

-

-

-

　

費用対効果分析の手法は適切か（農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金における費用対効果分析の実施につい
て（平成19年８月１日付け19企第106号農林水産省大臣官
房長通知）により適切に行われているか）

総費用総便益比は1.23≧1.0である。

事業内容、事業実施主体等については実施要綱等に定める要件等を
満たしているか

受益面積13.0haで、担い手への農地利用集積等が見込まれ、事業実施主体は竹原市であることから実施要綱等に定める要件（受益面積5ha以上）を満たしている。

上記の費用対効果分析による算定結果が１．０以上となっ
ているか

事業による効果の発現は確実に見込まれるか

個人に対する交付ではないか、また目的外使用のおそれがないか 事業実施主体は竹原市である。

施設等の利活用の見通し等は適正か

利用対象者、利用時期など施設の利用形態を検討している
か

施設等の規模や設置場所、地域における他の施設との有
機的な連携等、当該施設等の利用環境等について検討さ
れているか

地域間交流の拠点となる施設にあっては当該地区の入り
込み客数や都市との交流状況（現状と今後の見込み）を踏
まえているか

近隣市町村の類似施設等の賦存状況と利用状況等を踏ま
えているか

附帯施設は交付対象として適正か（必要性はあるか、汎用
性の高いものを交付対象としていないか）

建設・整備コストの低減に努めているか

事業費積算等は適正か

事業費については、土地改良工事積算基準により適正に算出している。過大な積算としていないか

整備予定場所は、集客の立地性、農林漁業者の利便性等、施設の設
置目的から勘案して適正か

備品は交付対象として適正か（汎用性の高いものを交付対
象としていないか）

暗渠排水資材（モミガラ）は、地元発生材を利用する計画としており、コスト縮減に努めている。

施設用地が確保されている又は確保される見通しがついているか 道水路等の用地は創設換地により市が取得する予定。

事業実施主体の負担（起債、制度資金の活用等を含む）について十分
検討され、適正な資金調達計画と償還計画が策定されているか 竹原市総合計画（実施計画）に位置付けられており，十分検討されている。

他の事業との合体施行等の場合、事業費の按分等が適正に行われて
いるか

収支を伴う施設等にあっては収支計画を策定しているか。
また、収支計画は経営診断を受けるなど適正なものとなっ
ているか

整備後において施設の管理・運営が適正に行われる見込みであるか

維持管理計画は適正か（施設の管理・更新に必要な資金は
検討済みか）


